[bookmark: _Hlk186103025]別記様式（第１５条関係）
公益通報書


通報日　　　　　年　　月　　日
	氏名
	

	所属
職名
	


	希望する連絡
方法・連絡先
	電　話
	

	
	メール
	

	
	その他
	

	
	連絡するうえでの留意事項
	

	通報内容
	通報対象者
（被通報者）
	対象者の所属
	

	
	
	対象者の氏名又は組織的関与
	

	
	通報対象事実
	【公益通報の対象】
(1) 公益通報者保護法、及び個人の生命又は身体の保護、消費者の利益の擁護、環境の保全、公正な競争の確保その他の国民の生命、身体、財産その他の利益の保護（以下「公益通報事由」という。）に関わる法律として、刑法・食品衛生法・金融商品取引法・日本農林規格等に関する法律・大気汚染防止法・廃棄物の処理及び清掃に関する法律・個人情報の保護に関する法律（以下「関係法律」という。）に掲げるもの（これらの法律に基づく命令を含む。）に規定する罪の犯罪行為の事実又は過料の理由とされている事実
(2) 公益通報事由に関わる法律として政令で定めるもの（平成１７年政令第１４６号）
(3) 関係法律の規定に基づく処分に違反することが前２号に掲げる事実となる場合における当該処分の理由とされている事実（当該処分の理由とされている事実が前２号に掲げる法律の規定に基づく他の処分に違反し、又は勧告等に従わない事実である場合における当該他の処分又は勧告等の理由とされている事実を含む。）
(4) 前３号に準ずる本学の規程の規定等に違反する事実

	
	
	

	
	通報対象事実
の時期
	　　年　　月　　日　（～　　年　　月　　日）

	
	特記事項
	

	証拠書類等
の有無
	有　／　無
〔有の場合〕書面・録音データ・物品・写真・その他（　　　　　　　）

	要望
	通報内容に対して、あなたはどうしたいですか。

	
	

	その他
追記事項
	


別記様式裏面
【記載に際しての留意事項】
１．実名での通報と希望する連絡方法・連絡先のご記入にご協力ください。匿名での通報の場合、通報等の内容及び根拠の相当性がないと判断された場合、公益通報として受付できない場合があります。
調査を開始しても、追加の調査を行うことができなくなり、通報対象事実が確認できない場合があります。
２．通報者の氏名その他の個人情報については、公益通報窓口等からの連絡、調査その他公益通報対応業務に関し必要となる限度でのみ使用し、適切に保護を行います。
３．通報の内容については、「いつ」「どこで」「どのように」「どのような理由で」「どのような法令に違反して」生じ、又はまさに生じようとしているか（５Ｗ１Ｈ）をわかりやすく、知っている範囲で記入してください。
４．証拠書類等とは、書面に限らず、通報内容における事実の証拠となる物品を含みます。証拠書類等を有している場合は、通報の際に書面の写しや物品の写真をご提出ください。

